
 

広島市立広島市民病院保育室運営業務基本仕様書 

 

この基本仕様書は、広島市立広島市民病院保育室運営業務（以下、「運営業務」という。）の実

施に関して、広島市立病院機構委託契約約款に定めるもののほか、運営業務の基本事項を定めるも

のである。 

 

１ 業務名 

広島市立広島市民病院保育室運営業務 

 

２ 目的 

地方独立行政法人広島市立病院機構（以下「発注者」という。）に勤務する職員が安心して職

務に専念できるよう、地方独立行政法人広島市立病院機構広島市立広島市民病院保育室（以下「病

院保育室」という。）において、多様な保育ニーズに応えるきめ細やかな保育を安全かつ効率的

に実施するとともに、病院保育室の施設及び設備を適正に管理することを目的とする。 

 

３ 履行期間 

令和４年４月１日から令和８年３月３１日まで。 

なお、契約日から令和４年３月３１日までは、当該委託契約の準備期間とする。 

ただし、準備期間中に発生する費用は、受注者の負担とする。 

 

４ 履行場所 

地方独立行政法人広島市立病院機構広島市立広島市民病院（広島市中区基町７番３３号）内に

設置する病院保育室 

 

５ 病院保育室の概要 

⑴ 施設種別  認可外保育施設 

⑵ 建物構造  鉄筋コンクリート造（昭和４６年建築 平成２８年改修）地上５階建の建物の

うち２階部分 

⑶ 施設面積  ３３２㎡ 

⑷ 主な施設  乳児室（４７㎡、３７㎡）、幼児保育室（３７㎡、３６㎡）、病児保育室（１３

㎡）、屋外プレイデッキ（７８㎡） 

 

６ 運営業務の区分 

⑴ 保育業務 

病院保育室における院内保育を行う業務とする。 

⑵ 給食業務 

院内保育を受ける乳幼児に、食事、ミルク及びおやつを提供する業務とする。 

⑶ 施設管理業務 

病院保育室の施設及び設備等の維持管理を行う業務（発注者が直接実施するものを除く。）

とする。 

⑷ 附帯業務 

前各号に掲げる業務に附帯する業務とする。 

 

７ 対象児童 

⑴ 常時利用児 

地方独立行政法人広島市立病院機構保育室管理規程（平成２６年規程第２７号、以下「管理規程」

という。）第４条第１項の承認を得られた、広島市立病院機構の職員が保護者である乳児又は幼

児（満３歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある者に限る。）とする。 



 

 

⑵ 一時利用児 

管理規程第４条第２項に規定する承認を得られた、広島市立病院機構の職員が保護者である乳

児又は幼児で、次の各号のいずれかに該当するものとする。 

ア 常時利用児の兄姉である幼児（満３歳に達する日以後最初の４月１日から小学校就学の始

期に達する日までの間にあるものに限る。）であって、夜間保育を一時的に利用する必要が

あるもの 

イ 保育所等への委託保育の利用または家族による監護等が困難である日または時間におい

て、夜間保育を一時的に利用する必要があるもの（小学校就学の始期に達する日までの間に

あるものに限る。） 

 

８ 保育業務の内容等 

⑴ 院内保育の種類等 

院内保育の種類並びに当該院内保育の種類ごとの実施日、保育時間及び標準利用人員は、次

表のとおりとする。 

院内保育の種類 実施日 保育時間 標準利用人員 

ア 通常保育 
履行期間における全ての日 

午前７時～午後６時 
５０人 

イ 延長保育 午後６時～午後８時３０分 

ウ 夜間保育  毎週２回 午後３時～翌日午前１０時 １人から６人程度まで 

エ 病児保育 履行期間における全ての日 午前７時～午後６時 ２人程度まで 

注）具体的な実施日、保育児童数等を実施日の属する月の前月２０日までに、発注者から受注者に通知するも

のとし、受注者は必要な職員の配置等受入体制を整えなければならない。 

⑵ 院内保育の内容 

院内保育の内容は、保育所保育指針（平成２９年厚生労働省告示第１１７号。以下「保育指

針」という。）において規定される保育所における保育の内容に関する事項等（「第１章 総則」

及び「第２章 保育の内容」等）に基づくものとする。 

 

９ 給食業務の内容等 

⑴ 食事、ミルク及びおやつの提供 

院内保育を受ける乳幼児（以下「乳幼児」という。）への食事、ミルク及びおやつの提供は、

乳児用ミルク及びおやつ等については、受注者が自ら用意する方法、その他の食事については、

病院保育室外で調理し搬入する方法（以下「外部搬入」という。）によることを原則とする。 

なお、外部搬入は、受注者が外部給食業者へ発注して行うことができるものとし、次の要件

を満たすものとする。 

ア 食事の提供の責任が受注者にあり、受注者は、衛生面、栄養面等業務上必要な注意を果た

し得る体制及び外部給食業者との契約内容を確保すること。 

イ 受注者等の栄養士により、献立等について栄養の観点からの指導が受けられる体制にある

等、栄養士による必要な配慮が行われること。 

ウ 受注者及び外部給食業者は、給食の趣旨を十分に認識し、衛生面、栄養面等、調理業務を

適切に遂行できる能力を有すること。 

エ 乳幼児の年齢及び発達の段階並びに健康状態に応じた食事の提供や、アレルギー、アトピ

ー等への配慮、必要な栄養素量の給与等、乳幼児の食事の内容、回数及び時機に適切に応じ

ることができること。 

オ 食を通じた乳幼児の健全育成を図る観点から、乳幼児の発育及び発達の過程に応じて食に

関し配慮すべき事項を定めた食育に関する計画に基づき食事を提供するよう努めること。 

⑵ 外部搬入による食事の補助調理等 



 

前号により外部搬入された食事については、受注者が提供時までの衛生的保管及び提供時の

加熱等の補助調理を行うものとする。 

⑶ 保護者への情報提供 

保護者に対し、毎日の献立予定表（外部搬入によるものを含む。）を事前に配布し、病院保

育室での食事内容についての情報提供を行うものとする。 

⑷ 遵守すべきガイドライン等 

前各号に規定する内容等のほか、給食業務の実施に当たっては、「保育所における食事の提

供ガイドライン」（平成２４年３月厚生労働省）及び「保育所におけるアレルギー対応ガイド

ライン」（２０１９（平成３１）年４月厚生労働省）に規定する保育所の例に従うものとする。 

⑸ 給食費関係事務 

乳児用ミルク及びおやつ等の材料費並びに外部搬入による食事の材料費・調理経費等（外部

給食業者へ発注する場合はその請求費用）について、保護者から所要額を徴取するとともに、

外部給食業者へ発注する場合にあっては、外部給食業者へ当該請求費用の支払を行うものとす

る。 

 

10 施設管理業務の内容等 

⑴ 入退管理等 

病院保育室出入口及び病院保育室内の各室等の入退管理並びにその施錠・開錠管理等を行う

ものとする。 

⑵ 施設内清掃 

病院保育室の内外について、日々清掃を行うものとする。 

⑶ 施設衛生管理（発注者が直接実施する法定保守点検部分を除く。） 

病院保育室（各種設備を含む。）及びその内部の各種用具等（保育用機材、家具、食器、備

品・消耗品等）を常に清潔に保持するために必要な業務を行うものとする。 

⑷ 環境管理（発注者が直接実施する部分を除く。） 

病院保育室（屋外プレイデッキを除く。）の温度、湿度、換気、採光、音等の環境を常に適

切な状態に保持するものとする。 

 

11 附帯業務の内容等 

⑴ 乳幼児の健康管理等 

保育指針の「第３章 健康及び安全」の「１ 子どもの健康支援」に示される事項を行うも

のとする。 

なお、通常保育を受ける乳幼児については、院内保育開始時の健康診断、少なくとも１年に

２回の定期健康診断及び臨時の健康診断を、学校保健安全法（昭和３３年法律第５６号）に規

定する健康診断に準じて行うものとする。 

⑵ 衛生管理 

常に乳幼児及び受注者の従業員の清潔を保つものとする。 

⑶ 感染症対策及び対応（ノロウイルスによる感染症等が発生した場合の消毒等） 

「保育所における感染症対策ガイドライン」（２０１８（平成３０）年３月厚生労働省）に

規定する保育所の例に従って実施するものとする。 

⑷ 事故防止及び事故発生時の対応等 

「教育・保育施設等における事故防止及び事故発生時の対応のためのガイドライン【事故防

止のための取組み】、【事故発生時の対応】」（平成２８年３月内閣府、文部科学省、厚生労働省）

に従って対応するとともに、保育施設賠償責任保険に加入し、当該保険証書の写しを発注者に

提出するものとする。 

⑸ 災害対策等 

保育指針において規定される保育所における関係事項（「第３章 ４ ⑵ 災害発生時の対

応体制及び避難への備え」等）に従うとともに、非常災害に対する具体的計画を立て、これに



 

対する不断の注意を払い、各種訓練（避難及び消火訓練は少なくとも毎月１回以上）を実施す

るものとする。 

また、災害発生時においては、病院と連携し、適切な初動対応等を行うこと。 

⑹ 運営業務の実施に要する消耗機材等の調達等 

運営業務の実施に要する消耗機材、保育材料及び保健衛生用品（小玩具、おりがみ、画用紙、

ウエットティッシュ、マスク、ペーパータオル、せっけん、消毒剤など）の調達及び管理 

⑺ 発注者の保育料請求等に要する資料作成及び提出 

発注者が保護者に請求する保育料の算定等に要する資料等を作成し、期日までに発注者に提

出するものとする。 

⑻ 統計資料等作成及び作成補助 

発注者の要請に基づき、随時実施するものとする。 

⑼ 帳簿等の整備管理 

次に掲げる帳簿等を整備管理するとともに、随時、発注者の必要に応じて提出等を行うもの

とする。 

ア 保育台帳 

イ 保育日誌（日々、前日分を発注者へ提出） 

ウ 身体の記録簿 

エ 入所児の利用実績表 

オ 月別従事者勤務状況表（翌月１０日までに発注者へ提出） 

カ その他業務に必要な帳簿等 

⑽ 運営業務に係る苦情等対応 

⑾ 指導監査等対応 

⑿ 従事者の採用等人事労務管理 

労働安全衛生規則（昭和４７年労働省令第３２号）第４３条及び第４４条に基づく、雇入時

の健康診断及び定期健康診断（１年以内ごとに１回）の実施を含むものとする。 

⒀ 従事者の研修・教育 

保育指針において規定される保育所における関係事項（「第５章 職員の資質向上」等）に

基づくものとする。 

⒁ その他運営業務の実施に必要な事務・業務等 

 

12 職員の配置等 

⑴ 保育業務に、児童福祉施設の設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省令第６３号、以

下「児童福祉施設最低基準」という。）第３３条第２項に規定する人数の保育士を配置するこ

と。ただし、乳幼児の年齢に関わらず、乳幼児１人以上の利用がある場合は、複数の保育士を

配置すること。 

⑵ 保育業務に従事する職員は、全員保育士の資格を有すること。また、保育士が行う業務を補

助する業務員を１名以上配置すること。 

⑶ 病児保育に従事する職員として、看護師の資格を有する職員を１名以上配置すること。 

⑷ 保育の実務経験が５年以上ある保育士を責任者（園長）として１名専任配置し、責任体制を

明確にするとともに、発注者との連絡及び調整等を行うこと。 

⑸ 乳幼児の健やかな保育のため、保育士は欠員が生じることのないよう、代替要員の確保等必

要な措置を講ずること。 

また、運営業務の受託を新たに行う場合は、乳幼児、保護者への負担をかけず、円滑かつ安

定的に運営業務を引き継げるよう、職員の配置等においても十分に配意すること。 

⑹ 運営業務の実施に当たり、職員名簿（現場での役職、担当及び氏名を記載し、顔写真を貼付

したもの）及び担当業務に従事するために必要な資格を証する書類を提出すること。なお、異

動があった場合も同様とする。 

 

 



 

13 留意事項 

⑴ 受注者は、この基本仕様書及び契約約款等に基づき、誠実に業務を実施しなければならない。 

⑵ 対象児童の承認及びその取消等に係る事務は発注者が行う。また、これらの手続に係る書類

等は、保護者が、受注者を介さず、直接、病院の事務室に提出するものとする。 

⑶ 施設、設備及び備品の維持及び修繕等（保守点検、法定点検を含む。）は発注者が行う。 

⑷ 児童福祉法、労働基準法、児童福祉施設最低基準等関係法令（関係通知を含む。）及び広島

市児童福祉施設設備基準等条例を遵守すること。 

⑸ 認可外保育施設に対する指導監督の実施について（平成１３年３月２９日雇児発第１７７号

厚生労働省雇用均等・児童家庭局長通知）の「認可外保育施設指導監督基準」を満たすこと。 

⑹ 運営業務の実施にあたっては、広島市民病院（以下「病院」という。）及び保護者等と十分

な調整を行うこと。 

⑺ 保護者の意見を運営業務の実施に反映させるため、病院と協議し、保護者・受注者・病院・

広島市市民病院職員労働組合の４者による意見交換の場を定期的に設けること。 

⑻ 乳幼児の事故が発生しないよう万全の対策を講じるとともに、保育施設賠償責任保険に加入

し、当該保険証書の写しを受注者に提出すること。 

⑼ 万一、事故が発生した時は、速やかに対処するとともに保護者及び病院に報告し、誠意をも

って対応すること。 

⑽ 施設、設備及び備品の維持及び修繕等は病院が行う。 

⑾ 発注者は、受注者の実施する運営業務の適正を期するため必要があるときは、その状況を調

査し、報告を求め、又は指示することができる。 

⑿ 受注者及び従事職員は、運営業務の実施にあたって知り得た個人情報を第三者に漏らしては

ならない。 

 

14 費用負担 

受注者は、以下に掲げる発注者及び保護者が負担する費用を除く、運営業務の実施に係る全て

の費用を負担するものとする。 

⑴ 発注者が負担する費用 

ア 施設、設備及び備品の維持及び修繕等に係る経費 

イ 光熱水費 

ウ その他病院が負担することが相当と考えられる費用 

 

⑵ 保護者が負担する費用 

ア 給食費（乳児用ミルク及びおやつ代を含む）。 

イ その他保護者が負担することが相当と考えられる費用 

 

15 リスク分担 

項目 発注者 受注者 

法人税等の税率変更その他法定経費の変動に伴う負担増  ○ 

物価等の変動に伴う経費の増  ○ 

事故・災害等による臨時休所等  ○ 

施設等の管理上の瑕疵による臨時休業等  ○ 

改修、修繕保守点検等による施設等の利用停止  ○ 

事故・災害等による施設等の損傷 ○  

運営業務上の瑕疵による施設等の損傷  ○ 

運営業務上の瑕疵に伴う利用者等への損害賠償  ○ 

施設、設備及び備品の不備に伴う利用者等への損害賠償 ○  

 

 



 

16 施設、設備及び備品 

⑴ 発注者は、運営業務を実施するために必要と判断する施設、設備及び備品を受注者に貸与す

る。 

⑵ 受注者は、施設、設備及び備品については、適正に管理するとともに、衛生的環境の保持及

び省エネルギーに努めること。 

⑶ 施設改修、備品購入等は、病院と受注者との協議の上、必要と認めた場合に行うものとする。 

⑷ 受注者の故意又は過失、契約書等に定められた管理を怠ったことにより施設、設備及び備品

を毀損又は滅失したときは、受注者は直ちに原状回復し、その損害を賠償しなければならない。

ただし、発注者が特に認めた場合は、この限りではない。 

 

17 その他 

⑴ 本基本仕様書は、運営業務の基本事項を定めたものであり、本基本仕様書の内容を超える水

準の提案等を妨げるものではない。 

⑵ 発注者が運営業務の実施にあたり不適当であると認める事項について、受注者は速やかに業

務改善の措置を講じなければならない。 

⑶ 運営業務の実施に当たっては、受注者は物品、設備、施設の取扱いに十分注意しなければな

らない。 

⑷ 物品、設備、施設を破損したときは、受注者は速やかに発注者に報告の上、適切な処置をし

なければならない。 

⑸ この基本仕様書に定めのない事項については、発注者受注者協議の上決定する。 

⑹ この基本仕様書に定める事項について、必要に応じて発注者受注者協議して変更することが

できる。 

⑺ 契約締結から委託業務開始までの期間を本件委託業務の準備期間とし、業務開始に向けて誠

意をもって協力するものとする。ただし、その期間内に発生する費用は、受注者の負担とする。 

⑻ 受注者は、履行期間終了後（履行期間満了前の委託の取消し等を含む。）において、次期受

注者が円滑に業務を履行できるよう引継ぎを行うとともに、必要な資料の提供及びその他の協

力をするものとする。 

⑼ 受注者は、履行期間が満了したとき（履行期間満了前の委託の取消し等を含む。）は、施設

内を速やかに原状に復さなければならない。ただし、発注者が特に認めた場合は、この限りで

はない。 

 


